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第６章 施策体系 

１ 施策体系 

第５次計画の課題を踏まえ、本計画において市が取り組む施策の体系について、重点的に取り組む項目と個別の施策を優先度・短期的・中長期的に整理するとともに、それぞれの項目の方針は、

次のとおりとします。 

  なお、方針については、第５次計画の施策を引き続き実施する項目を「継続」とし、継続する施策において、さらに積極的に実施する項目を「推進」とします。また、施策の内容について調査・

研究などを行う項目を「検討」とし、新たに取組む施策を「新規」として位置づけます。［図 2-6-1］ 

（ア） 生ごみの減量化の推進 継続・新規

（イ） 市民への意識啓発 推進・継続・新規

（ウ） 環境教育の充実 推進・継続

（エ） 啓発イベントの実施 継続・新規

（オ） 再使用・再資源化の促進 継続

（カ） 店頭・販売店回収の促進 継続

（キ） 家庭ごみ有料化の検討 継続

（ア） 生ごみ減量化の推進 推進

（イ） 事業者への意識啓発・セミナーの開催 推進・検討・継続

（ウ） ごみの減量・再資源化事業の検討 推進・検討・新規

（エ） 小規模事業者に対する適正排出の推進 検討

（オ） 製造事業者等の責任の確立 継続

（ア） 分別排出の徹底 推進・新規

（イ） 集団資源回収活動の促進 推進

（ウ） 小型家電品の再資源化 推進

（エ） 学習機会の提供 推進

（オ） 紙類の再資源化の促進 推進・検討・継続

（カ） 生ごみの再資源化の推進 継続

（キ） 再生品の利用促進 継続

（ア） 実地検査・指導の推進 推進

（イ） 紙類の再資源化の推進 推進

（ウ） 関係情報の収集・提供 継続

（エ） 生ごみ再資源化の推進 継続

（ア） 分別の徹底 推進・検討

（イ） ごみ排出マナーの向上 継続

（ウ） 安全管理の徹底 継続・検討

②収集業務の向上 推進・検討

③事業ごみ排出の適正化 継続・新規

④高齢者・障害のある方への支援 継続

推進・継続

②計画的な施設整備 推進

③新技術の情報収集 推進・継続

④広域処理の検討 継続

①最終処分場の確保 継続

②最終処分場の延命化 継続

③最終処分とリサイクル処理の現地調査・確認 継続

④自然環境への負荷の低減 継続

①被災時の処理体制の構築 新規

②支援体制の確保 新規

①安全・適正な維持管理

施策の項目

市
民
・
事
業
者
・
行
政
の
３
者
の
協
働
に
よ
る
低
炭
素
・
循
環
型
社
会
の
構
築

基本理念 課題 基本方針 施策の区分 方針

①家庭ごみ

②事業ごみ

①家庭ごみ

②事業ごみ

①ごみ集積所の

管理

【課題１】

排出抑制 ３Ｒが根づいた社会づくり

市民・事業者・行政の役割分担に基づく低炭素・循環型社会の形成方針2

【課題２】

リサイクル ３Ｒが根づいた社会づくり

市民・事業者・行政の役割分担に基づく低炭素・循環型社会の形成方針2

（２）再資源化計画
（リサイクル）

（１）排出抑制計画
（リデュース・リユース）

安心・安全で環境負荷の少ない廃棄物処理システムづくりの推進
【課題３】

収集・運搬
（３）収集・運搬計画方針３

安心・安全で環境負荷の少ない廃棄物処理システムづくりの推進
【課題４】

中間処理
（４）中間処理計画方針３

【課題５】

最終処分
（５）最終処分計画

（６）災害廃棄物処理計画

安心・安全で環境負荷の少ない廃棄物処理システムづくりの推進方針３

方針1

方針1

 
 

図 2-6-1：施策体系
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２ 重点的に取り組む項目 

今後、施策の体系と方針に沿って目標の達成に向けて重点的に取り組む項目は、次の

とおりです。 

（１）排出抑制の推進（リデュース・リユース） 

○ 循環型社会の構築に向けて、市民、事業者、行政の適切な役割分担と連携・協働

のもと２Ｒを推進し、ごみ排出量の削減に努めます。また、市民、事業者は、ごみ

の発生抑制・資源化に関心を持ち、お互いのパートナーシップのもとで２Ｒの活動

が実践し、行政はライフスタイルや事業活動の変革が進むよう、普及啓発活動や各

種の情報提供、環境教育に積極的に取り組みます。【推進】 

 

（２）資源化の推進（リサイクル） 

○ 本市は資源物のリサイクルを推進するために分別収集及び集団資源回収に取組ん

でいます。また、民間事業者が店頭等に資源物回収ボックスを設け、食品トレイ、

紙パック、ペットボトル、空き缶などの回収を行っています。さらに、国では容器

包装リサイクル法や小型家電品リサイクル法などのリサイクル関連法を整備し、循

環型社会づくりを推進しており、こうした社会背景も踏まえ、今後も市民が手軽に

資源物のリサイクルに取り組める仕組みづくりを推進します。【推進】 

 

（３）収集・運搬の見直し 

○ ごみの収集・運搬は、市民生活に直結するものであり、市民の快適で衛生的な生

活を確保し、適正なごみ処理を行うために必要不可欠なものです。その上で、市民

の利便性やごみの排出マナーの向上、分別の徹底、高齢者世帯や子育て世帯の負担

軽減を図るため、情勢を考慮した収集・運搬体制を構築します。また、リサイクル

関連法の施行や改正を考慮し、できるだけ市民への負担や環境負荷が少ない収集・

運搬に取り組みます。【推進】 

 

（４）関係情報の収集・提供 

○ 本市には焼却灰等を埋め立てる最終処分場がなく、他の自治体に処分を依存して

いることから、できる限り再資源化に努めなければなりません。したがって、適正

かつ低コストで再資源化できるよう、他の自治体等で実施している再資源化につい

ての情報を収集し研究します。また、市民がごみの分別について理解できるよう、

家庭から排出された資源が、どのように再資源化されているかを広報紙やホームペ

ージを通じた周知を推進します。【推進】 

 

（５）計画的な施設整備の推進 

○ 新たにごみ焼却処理施設を建設する場合、用地確保、市民の合意形成、施設の調

査・計画・設計、事業方式の検討、事業者選定、建設工事など全体で 10 年程度必

要とされています。そうした中、既存のごみ焼却処理施設は老朽化が進行しており、

施設更新の緊急性が高まっていることから、建設までに要する期間を考慮し計画的

な施設整備を推進します。【推進】 
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３ 市の施策 

市は、廃棄物の減量を推進するとともにその適正な処理を図り、併せて市民及び事業

者に対し、廃棄物の減量及びその適正な処理に関する意識啓発を進め、自主的な活動を

促進するよう努めます。市が行う具体的な取組は、以下のとおりです。 

 

（１）排出抑制計画（リデュース・リユース） 

①家庭ごみ 

（ア）生ごみの減量化の推進 

○ 平成 29（2017）年度の生活系ごみの約 70％が可燃ごみで、可燃ごみの約 45％

が水分となっています。また、生ごみは水分を多く含み、可燃ごみの約 30％を占

めています。 

こうしたことから市では、生ごみの減量施策の一つとして、市民が実践しやす

い家庭での水切りを推進します。【継続】 

 

○  リサイクルプラザでは、食品ロスとして生ごみとなり、廃棄されることを防ぐ

ため食品ロス削減事業行います。【新規】 

 

○  食品ロスについての現状や減量方法について、市民が実践しやすい家庭での食

品ロス削減について推進します。【新規】 

 

○  小学校の給食などから、ごみを身近な問題として理解を深めるように、給食の

食べ残しを減らし、食品ロス削減に対する意識を高めます。【新規】 

 

○ 雑草、剪定枝等を乾燥させてから、排出することを啓発します【新規】。 

（イ）市民への意識啓発 

○ ごみの減量や再資源化に関する情報拠点であるリサイクルプラザでは、ごみに

関する資料を展示します。【継続】 

 

○ リサイクルプラザでは、開所以来、環境等に関する書籍を購入し、市民の方々

に閲覧していただいておりますが、今後は備え置いてある書籍の貸出を行います。

【新規】 

 

○ レジ袋の削減を図るため、スーパーマーケットや商店街と連携してマイバッグ

キャンペーン◇を推進します。【推進】 

 

○ 市民主体で構成するリサイクルプラザ企画運営協議会との協働による各種講

座の開催及びリサイクルに関する情報の発信を行います。【推進】 
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○ 地域における商店街、企業、ＮＰＯ、大学などと連携し、マイボトル、マイ箸、

マイ容器等の利用を励行し、使い捨て製品の使用を抑制します。【推進】 

 

○ 広報紙やホームページで、ごみ排出量やごみ処理コストを公表するとともに、

最終処分場を他の自治体や民間に依存している本市特有の事情を十分理解して

いただき、ごみの減量・再資源化の必要性を強く訴えるなど、３Ｒ活動の普及に

向けたＰＲを推進します。【推進】 

 

○ 外国人居住者や集合住宅などへ、ごみの減量や再資源化の方法などの理解を深

めるよう、わかりやすくまとめた啓発用冊子など啓発物の作成・配布を行います。

【継続】 

 

○  排出抑制や再生利用の推進など、住民の意識改革の手法について、情報収集や 

検討をします。【新規】 

 

○  食品ロスの現状、食べきりや使い切りなどの食品ロスについて理解していただ

き、食品ロス削減を推進します。【新規】 

 

（ウ）環境教育の充実 

○ ３Ｒ推進団体と協働で実験学習を開催し、実験を通した効果的な学習の場を提

供します。【推進】 

 

○ 環境講座やクリーンセンター見学会などを開催し、体験を通した印象に残る学

習を推進します。【推進】 

 

○ 幼少期からごみを身近な問題として理解を深めるよう、様々な環境学習の機会

を提供します。また、学習により子供たちが自分から行動を起こせるよう、ごみ

の減量、分別に対する意識を高めます。【継続】 

 

（エ）啓発イベントの実施 

○ リサイクルプラザ企画運営協議会や民間事業者と協働で、６月（環境月間）、

10 月（３Ｒ推進月間）に各種の環境や資源の循環をテーマとしたイベントを実施

します。【継続】 

○ 各種イベントなどで、ごみの減量・分別徹底についての啓発を実施します。 

【新規】 

（オ）再使用・再資源化の促進 

○ ごみの減量・再資源化を積極的に推進するため、家庭で不用になった生活用品

の再使用・再生利用を促進します。 
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○  リサイクルプラザでは、市民の再使用に対する関心を高めるため、家具類の再

生販売事業、生活用品等を預かり必要な方に販売するリサイクルショップ事業を

実施します。【継続】 

 

○  リサイクルプラザでは、使用可能な市内中学校の制服を廃棄物にしないため、

朝霞市教育委員会の協力を得て、必要な方に配布するための制服リサイクル事業

を実施します。【新規】 

 

○  市民と事業者が協働してごみ減量・再資源化を推進するため、資源回収ボック

ス設置・エコバッグ推進店舗の紹介を積極的に行います。市民の認知度を高める

ため、広報紙やホームページを効果的に活用します。【推進】 

 

（カ）店頭・販売店回収の促進 

○ 製造事業者等による容器回収システムが構築されるよう、リターナブルびん◇

の普及やデポジット制度の導入など法的整備について、国や関係機関等に対して

要望します。【継続】 

 

（キ）家庭ごみ有料化の検討 

〇 ごみ減量意識の高揚や負担の公平化を図るため、家庭ごみの有料化についての

情報収集と先進地における導入効果の検証を行うなど、今後も検討します。【継

続】 

②事業ごみ 

（ア）生ごみ減量化の推進 

○ 事業生ごみ（厨芥類）の排出実態について、クリーンセンターや排出事業所へ

の調査を行うなどして情報収集を行います。【推進】 

 

○ 食品廃棄物の削減に努める事業者について情報収集し、有効な取組を広報やホ

ームページなどで紹介するなどして食品廃棄物を排出する事業者の啓発を図り

ます。【推進】 

 

（イ）事業者への意識啓発 

○ 事業者のごみ減量・再資源化の方法に関して、ホームページの更新を行うなど、

事業者が必要とする情報を的確に発信できるようにします。【推進】 

 

○ クリーンセンターにおいて搬入ごみ検査を実施し、分別が守られていない事業

者に対する指導を徹底します。また、資源の分別が不十分な事業者や、排出ルー

ルに違反している事業者に対しては直接指導を行います。【推進】 
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○ 事業ごみの減量・再資源化について、事業者用パンフレットの周知と意識啓発

を図ります。また、ごみ集積所への事業ごみの排出について、適切な指導を実施

します。【継続】 

 

〇 市内の事業者や廃棄物処理業者を対象に、廃棄物減量や資源化等に関する知識

や情報を提供するとともに、リサイクル意識を喚起し、市内事業者がごみに関す

る自発的な取り組みと将来像を考えるためのセミナーの開催を検討します。 

【検討】 

 

〇 県と連携して「事業系ごみ削減キャンペーン」を実施し、事業系ごみの削減を

目指して取り組みます。【検討】 

 

○  排出事業者等のごみ減量意識高揚のための施策の導入について、先進地の効果

などを調査し、当市での導入を検討します。【新規】 

 

（ウ）ごみの減量・再資源化事業の検討 

○ 市民と事業者が協働してごみ減量・再資源化を推進するため、資源回収ボック

ス設置・エコバッグ推進店舗の紹介を積極的に行います。【推進】 

 

○ 古紙類や剪定枝などの木質バイオマスについて、民間同士で再資源化が促進さ

れるよう民間の再生事業者の斡旋を行います。【推進】 

 

○ 事業系一般廃棄物減量等計画書の対象事業所については、現在、床面積の合計

が 3,000ｍ２以上となっていますが、対象事業所の拡大を図るため、面積要件の見

直しを検討します。【検討】 

 

○  情報収集と先進地における手法など事業ごみ減量の有効な手法を検討します。

【新規】 

    

（エ）小規模事業者に対する適正排出の推進 

○ 事業ごみの排出量が少ない小規模事業者に対して適正排出の徹底を図るため

に、ごみ集積所に出すことができる有料ごみ袋制度について、情報収集と先進地

における導入効果の検証を行うなど、今後も検討します。【検討】 

 

（オ）製造事業者等の責任の確立 

○ 製品や容器等を製造、販売する事業者が、製品の製造や流通だけでなく、製品

が使用され、廃棄された後においても、適正な処理や再資源化がされる段階まで

責任を負うよう法的整備について、国や関係機関等に対して要望します。【継続】 
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（２） 再資源化計画（リサイクル） 

①家庭ごみ 

（ア）分別排出の徹底 

○ ごみの分別や出し方など、ごみ集積所への適正排出を徹底するために、分別・

啓発の冊子やごみ集積所用分別看板を配布します。また、広報紙やホームページ

などを活用した広報に努め、分別排出の徹底を図ります。【推進】 

 

○ ごみ集積所監視パトロールを実施し、分別排出について直接指導を行います。

【推進】 

○ 市外からの転入者、外国人居住者、集合住宅の入居者等については、管理人や

管理会社と協力して、分別排出やごみ集積所の管理について、周知を徹底します。

【推進】 

 

○ 容器包装プラスチックの分別収集について、実施団体における実態や効果につ

いて調査し、本市における導入の検討をします。【新規】 

 

（イ）集団資源回収活動の促進 

○ 市民団体等による集団資源回収活動に対し、朝霞市地域リサイクル活動推進補

助制度を推進することで、再資源化に対する意識の高揚を図ります。また、集団

資源回収活動の認知度を高めて登録団体数の増加を図り、資源回収率の向上に努

めます。【推進】 

 

○ 集団資源回収活動の未実施地域の現状を把握し、未実施地域において新たに活

動する団体を増やします。【推進】 

 

（ウ）小型家電品の再資源化 

○ 小型家電品からのレアメタルなどの資源物の回収を推進します。また、認定事

業者の動向や小型家電品の引き取り条件などを踏まえ、効果的な再資源化につい

て調査研究を行います。【推進】 

 

（エ）学習機会の提供 

○ ごみの減量や再生利用について理解を深めていただくため、リサイクルプラザ

にてごみの減量、再資源化等についての教室や講座を開催します。また、「あさ

か学習おとどけ講座」やクリーンセンターの見学会を実施します。【推進】 

 

（オ）紙類の再資源化の促進 

○ 広報紙やホームページなどで紙類の再資源化を啓発します。【推進】 
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○ ペーパーリサイクルを推進している先進地の実態を調査し、本市への適用につ

いて検討します。【検討】 

 

○ 可燃ごみの中には再生利用が可能な紙類が多<含まれています。それらが資源

として有効活用できるよう、ペーパーリサイクルや分別について周知します。【継

続】 

 

（カ）生ごみの再資源化の推進 

○ 生ごみを再資源化して有効利用できるよう、新たな再資源化方法について研究

します。【継続】 

 

（キ）再生品の利用促進 

○ 循環型社会の構築には再生品が流通することが不可欠であることから、再生品

の購入・使用を啓発（周知）するとともに、環境に負荷のかからない商品の利用

を促進します。【継続】 

 

②事業ごみ 

（ア）実地検査・指導の推進 

○ 事業者から提出される一般廃棄物減量等計画書に基づき、必要に応じて実地検

査を行い、ごみ減量の取組や分別、処理方法等を積極的に指導します。【推進】 

 

（イ）紙類の再資源化の推進 

○ 本市では、事業ごみの受入を燃やすごみに限定していることから、その他の事

業ごみの再資源化を促進するため、再資源化ルートに関する情報収集を行うとと

もに、事業者に対して許可業者、古紙問屋等の情報提供を行います。【推進】 

 

（ウ）関係情報の収集・提供 

○ ごみの減量、再資源化に関する情報を掲載したパンフレットを配布するととも

に、広報紙やホームページなどで事業者に対し啓発を行います。【継続】 

 

（エ）生ごみ再資源化の推進 

○ 生ごみの再資源化方法等を研究し、事業者に生ごみの再資源化について周知し

ます。また、食品リサイクル法を遵守するよう指導します。【継続】 
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（３）収集・運搬計画 

①ごみ集積所の管理 

（ア）分別の徹底 

○ 資源物は、他のごみや汚れたものが混入していると再資源化ができなくなるこ

とから、分別を徹底する必要があります。そのため、分別啓発用冊子の配布、ご

み集積所の分別看板の設置、広報紙やホームページなどを通じ、周知徹底を図り

ます。【推進】 

 

○ プラスチック資源に関しては、再資源化するために品質の向上を図る必要があ

るため、再資源化の実態や異物や汚れたものが混入した場合の問題に関して、広

報紙やホームページでわかりやすく説明し、分別の徹底、排出ルールの周知を図

ります。【推進】 

 

○ ごみ回収分別容器の貸出しや、ごみ集積所監視パトロールを実施して分別の徹

底を促進します。【推進】 

 

○ 戸別収集など、分別の徹底を図るための取組を実施している先進地における実

態や効果について調査し、本市における採用の可能性を検討します。【検討】 

 

○  外国人居住者へ分別の徹底を図るための取組を実施している、先進地の実態や

効果について調査し、本市において採用の検討をします。【新規】 

 

○  ごみ集積所の資源物持ち去り防止のため、ごみ集積所監視パトロールを定期的

に実施するほか、関係機関と連携して、持ち去り防止に努めます。【新規】 

 

 

（イ）ごみ排出マナーの向上 

○ ごみは、分別して決められた曜日、時間までに排出するよう周知しているとこ

ろですが、分別が不適切なごみ集積所や不法投棄、設置されているクリーンネッ

トを使用しないなどの事例が見受けられます。そこで、ごみ集積所用注意看板の

設置やごみ集積所監視パトロールにより注意を喚起するとともに、不法投棄につ

いて関係機関との連携を密にし、マナーの向上を図ります。【継続】 

 

（ウ）安全管理の徹底 

○ 劇薬物、感染性廃棄物、在宅医療廃棄物における感染の恐れがある注射針等の

廃棄に関する情報などホームページ、パンフレット等で周知し、収集における事

故の防止に努めます。【検討・継続】 
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〇 劇薬物、感染性廃棄物、在宅医療廃棄物における感染の恐れがある注射針等廃

棄に関する適正処分について、医師会などの医療機関と調整し、適正処理に向け

て検討します。【新規】 

 

 

②収集業務の向上 

○ 収集車両に関しては、車両の更新時に低公害車の導入を推奨し、収集・運搬業

務における環境負荷の低減、温室効果ガスの排出を抑制します。【新規】 

 

○ 収集・運搬作業の効率化、事故等を防止するため、収集業者との意見交換を行

います。【推進】 

 

○ 小型家電品の再資源化を踏まえ、排出方法や収集・運搬における対応方法につ

いて市民に対して周知徹底します。【推進】 

 

○ 収集・運搬は民間委託し実施していますが、収集・運搬効率の向上やコスト削

減を目指して、経営の健全化、技術レベル、収集・運搬体制など一定の水準にあ

ることを確認した上で、契約の手法について検討します。【検討】 

 

○ びん容器がペットボトルに代わってきたように、生活ニーズの変化とともにご

みの種類や排出量も変動します。また、新たな再資源化等による分別に対応する

ため、日頃よりごみの種別と排出量を把握しつつ、効率的な収集体制を検討しま

す。【検討】 

 

③事業ごみ排出の適正化 

○ 生活系ごみ集積所への事業ごみ排出を防止するため、事業者に対する指導を強

化します。【継続】 

 

○小規模事業者の適正排出や啓発の方法について、情報収集と先進地における手法

など今後も検討します。【新規】 

 

④高齢者・障害のある方への支援 

○ 高齢や障害などにより、ごみ集積所にごみを出すことができない世帯を対象に、

個別訪問収集を実施していますが、今後も、関係機関との連携と広報紙やホーム

ページを通じて制度の周知に努めます。【継続】 
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（４）中間処理計画 

①安全・適正な維持管理 

○ 定期的な点検・清掃・補修整備により予防保全を徹底し、各施設の延命化を図

ります。また、設備の交換、改良時には、省エネ機器を導入し、温室効果ガスの

削減を図ります。【推進】 

 

○ 分別区分・排出方法の変更やごみ処理量・ごみ質の変化に対応し、効率的で効

果的な処理が行えるよう、状況に応じた施設の運転管理に努めます。【推進】 

 

○ 市内から排出される多くのごみを毎日、確実に処理できるよう、各施設におい

て万全な清掃・点検・修理を行い、事故のないよう安全で適正な維持管理に努め

ます。【継続】 

 

②計画的な施設整備 

○ ごみ焼却処理施設は平成 26（2014）年度に老朽化が著しいことから延命化対策

工事を実施しました。これにより延命化が図られますが、いずれ施設の更新が必

要になることから、和光市とのごみ処理広域処理施設の建設について協議します。

【新規】 

 

○ 施設の更新に際しては、環境保全、周辺環境との調和、余熱利用、災害時の対

応、効率的な施設整備・運営による経費削減、市民の意識啓発などに配慮し、整

備内容の充実を図ります。【推進】 

 

○ 小型家電品のリサイクルを推進するため、認定事業者の対応を踏まえながら処

理施設、処理体制の整備を推進します。【推進】 

 

③新技術の情報収集 

○ 再資源化技術や資源化ルートを有している民間事業者について情報収集し、処

理の安定性、信頼性、経済性、環境保全性などを総合的に検討し、有効な場合に

は積極的に採用し、処理の効率化、コスト削減を推進します。【推進】 

 

○ 再資源化技術は多方面にわたり研究されていること、温室効果ガスの排出を抑

制する必要があることなど、施設改修や新施設の建設に備え、新技術の情報収集

を行います。【継続】 

 

④広域処理の検討 

○ ごみ焼却処理施設や他施設の更新に際しては、ごみ処理の広域処理について和

光市とのごみ処理広域化を協議します。【新規】 
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（５）最終処分計画 

①最終処分場の確保 

○ 本市には焼却灰等を埋め立てる最終処分場がなく、他の自治体や民間に依存し

ていることを市民が十分理解し、その上で常に埋め立て完了時期等を把握し、長

期展望に立って確実に確保する必要があります。また、最終処分場の選定には、

現地を確認の上、最終処分地としての適性や処分コストを勘案するなど、安定し

た最終処分場の確保に努めます。【継続】 

 

②最終処分場の延命化 

○ 本市には最終処分場がないことから、埋め立て処分から一部を再資源化にシフ

トし、焼却灰はセメント原料化や人工砂原料化、廃プラスチック残渣についても

再資源化するよう努めています。その上で、焼却灰等の再資源化を継続して行え

るよう、再資源化技術の動向や再資源化を行う事業者の情報収集に努めます。 

また、法的整備、社会情勢を踏まえ新たな資源化品目の検討を行い、可能な限

り再資源化を拡充することにより、処分量を削減し、最終処分場の延命化を図り

ます。【継続】 

③最終処分とリサイクル処理の現地調査・確認 

○ 排出した焼却灰やプラスチック類が適正に処分・処理されているかを確認する

ことは本市の責務です。そのため現地を訪問し、処分・処理が適正に行われてい

るかを調査・確認します。【継続】 

 

④自然環境への負荷の低減 

○ 焼却灰等には自然界での分解が困難な物質も多<含まれており、最終処分とし

て埋め立てることは、自然環境に対しても大きな負荷を与えています。そのこと

から、市民・事業者に対して、生活や事業活動による自然環境への負荷を自覚し

て行動するよう周知します。【継続】 

 

（６）災害廃棄物処理計画 

①被災時の処理体制の構築 

○ 東日本大震災の教訓を活かし、災害発生時のごみ処理を円滑に行うために、処

理施設の予防保全、耐震化、電源・水源の確保、被災時の処理体制の検討など防

災対策に努めます。【継続】 

 

○ 災害発生時には、市内の状況、ごみの収集・運搬車両や処理・処分施設の状況

などを把握するため迅速に情報収集し、被災状況に応じた処理体制の構築を図り

ます。【継続】 
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○ 災害廃棄物を選別・保管できる仮置き場を確保し、クリーンセンターにおいて

計画的に処理を行います。【継続】 

 

○ 災害廃棄物の処理に際しても、再資源化を優先し、分別排出の徹底、資源物の

選別・回収を推進します。また、可燃物は焼却処理を行い、残渣類に関しても再

資源化ルートの確保を図ります。【継続】 

 

②支援体制の確保 

○ 本市単独での対応が困難な場合には、「災害廃棄物等の処理に関する相互支援

協定」に基づき、埼玉県及び県内の市町村などへごみ処理の協力を求め、一方、

他市町村からの協力要請があった場合には、協定に基づき支援を行います。 

また、民間事業者などとも協議し、被災時に必要となる人員、機材などについ

て調査・研究を行います。【継続】 
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４ 市民、事業者の取組 

市民及び事業者が取り組む項目と方針は、次のとおりです。［表 2-6-1］ 

表 2-6-1：市民及び事業者が取り組む項目と方針 

施策の区分 施策の項目 方針 

市民の取組 

ごみ減量の心がけ 推進 

生ごみの水切りの徹底 推進 

集団資源回収への参加 推進 

分別収集への協力 推進 

リサイクルプラザの積極的な活用 推進 

環境学習への積極的な参加 推進 

フリーマーケットへの積極的な参加 推進 

店頭回収などの活用 推進 

事業者の取組 

排出者責任、拡大生産者責任の認識 推進 

ごみとなるものを作らない・売らない 推進 

廃棄物管理者の設置 推進 

環境学習への積極的な参加 推進 

社員に対する環境教育の実施 推進 

環境管理システムの構築 推進 

 

１）市民の取組 

市民は廃棄物の減量及びその適正な処理に関して市が行う施策に協力し、廃棄物の発

生を抑制し、再生利用を図り、廃棄物の減量及び資源の有効利用に努めます。 

市民の具体的な取組は、以下のとおりです。 

 

（１）ごみ減量の心がけ 

買い物の際はマイバッグを利用し、レジ袋をもらわないようにするなど、ごみにな

るものを家庭に持ち込まないことが最も効果的な方法です。そのため、必要なものだ

け買うなど、ごみになるものを出来る限り家庭に持ち込まないよう、日常生活におい

て常に心がけ、行動するよう努めます。【推進】 

 

（２）生ごみの水切りの徹底 

生ごみには多量の水分が含まれています。ごみとして排出する前に水分を減らすこ

とができれば、ごみの減量に大きな効果が期待できます。さらに、水切りネットなど

の水切りグッズを利用して、生ごみの水切りを徹底します。【推進】 

 

（３）集団資源回収への参加 

地域で実施されている集団資源回収に積極的に参加します。【推進】 
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（４）分別収集への協力 

市が実施する分別収集の排出方法を遵守し、資源物のリサイクルとごみの適正処理

に協力します。【推進】 

 

（５）リサイクルプラザの積極的な活用 

リサイクルプラザで実施されている再生販売事業・リサイクル事業などに積極的に

参加し、物を大切に長く使う方法やリサイクルの方法などについて知識を深めると共

に、不用品のリユースに努めます。【推進】 

 

（６）環境学習への積極的な参加 

ごみの排出抑制の方法や再使用の方法に関する情報収集を行い、学習の機会として

市と３Ｒ推進団体が実施する実験学習や講座を積極的に活用します。【推進】 

 

（７）フリーマーケットへの積極的な参加 

市や団体などが開催するフリーマーケットやその他再資源化関連のイベントへ積

極的に参加し、使わなくなったものや不用となったものがごみにならないように努め

ます。【推進】 

 

（８）店頭回収などの活用 

スーパーマーケットなどが実施している資源物の店頭回収や販売店による新聞の

回収など、民間事業者が行っている資源回収活動に協力します。【推進】 

 

 

２）事業者の取組 

事業者は廃棄物の減量及びその適正な処理の確保に関し市の施策に協力し、廃棄物の

発生を抑止し、再生利用を図ることにより、廃棄物の減量及び資源の有効利用に努めま

す。また事業者は、その事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければなり

ません。 

事業者の具体的な取組は、以下のとおりです。 

 

（１）排出者責任、拡大生産者責任の認識 

事業者は、排出者責任を認識し、事業活動に伴い発生するごみの排出抑制・再使用・

リサイクルを率先して行い、ごみとして排出する場合には、適正処理に努めます。ま

た、生産者は、製品のライフサイクルにおいて、環境への負荷の低減やリサイクルに

対して配慮した製品づくりを行います。【推進】 
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（２）ごみとなるものを作らない・売らない 

事業者は、商品の量り売り、詰め替え容器の普及、容器の薄肉化などによりごみの

排出抑制を推進します。また、耐用年数の長期化、修理・補修体制の充実、買い替え

時に不用となった商品を引き取るなど、市民が取り組みやすい環境を整備します。【推

進】 

 

（３）廃棄物管理者の設置 

ごみの排出抑制を図るためには、事業者自らが排出抑制に努めることが重要です。 

その上で、事業者は、廃棄物管理者を設置して、ごみの排出抑制・再使用・リサイ

クル・分別の徹底及び適正処理が円滑に行われるよう、主体的に取り組みます。【推進】 

 

（４）環境学習への積極的な参加 

ごみの排出抑制・再使用・リサイクルの方法に関する情報収集や学習の機会として、

市が実施する広報・啓発活動・市民団体との協働による実験学習会などに積極的に参

加します。【推進】 

 

（５）従業員に対する環境教育の実施 

事業所でごみの減量・再資源化を実施するためには、従業員一人ひとりの環境意識

の向上が重要です。そのため、社員に対してごみの排出抑制・再使用・リサイクルに

関する環境教育を実施します。【推進】 

 

（６）環境管理システムの構築 

ＩＳＯ１４００１やエコアクション２１◇など環境管理システムの導入・運用を推

進し、環境に配慮した事業活動に取り組みます。【推進】 

 

 


